
議員発案第７号 

 

 

コロナ禍に苦しむ人々に食料を支援する施策を求める意見書 

 

 

 

     上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和 ３年 ９月２７日 

 

提出者 加茂市議会議員 中 沢 真佐子 

 

賛成者    同    大 橋 一 久 

 

同     同    三 沢 嘉 男 

 

同     同    白 川 克 広 

 

同     同    浅 野 一 明 

 

同     同    山 田 義 栄 

 

 

 

 

 

 

 

 

       令和 ３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍に苦しむ人々に食料を支援する施策を求める意見書 

 

長期化するコロナ危機の中で、営業自粛による中小業者の経営危機や労働者の解雇など

が広がり、戦後最悪の不況に見舞われています。収入減で「1日１食」に切り詰めるなど、

「食べたくても食べられない」人たちが増えています。 

全国でとりくまれている食料支援のとりくみやフードバンクには、職と住まいを失い、

食べることすらままならない人々が多数訪れ、米をはじめとする食料の配布が歓迎されて

います。 

その一方、米をはじめとする農産物の需要が減少し、過剰在庫による価格低迷に農家が

苦しんでいます。米では需要減を理由に史上最大の生産量の削減が実施されています。食

べられない人々がいる一方で米を作らせない、こんな矛盾はありません。 

アメリカは昨年、余剰になった農畜産物を買い上げ、生活困窮者への食料支援に提供し

たのに続き、今年も低所得世帯やシングル家庭、貧困高齢者への食料配布補助など支援施

策を強化しています。 

日本では農林水産省が政府備蓄米を子ども食堂に無償提供していますが、「食育」の範囲

の微々たる量に限られています。これではコロナ禍で苦しむ人々を救済することはできま

せん。 

いま、コロナ禍のなかで増えている生活困窮者への支援の拡充を求める声が与野党を超

えて強まっています。 

今こそ、政府の責任で行き場を失った農作物を、困窮する国民に提供する食料支援策を

実施する時です。 

 

記 

 

１．コロナ禍に苦しむ人々に食料を支援する施策を講じてください。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

令和３年１０月 ５日 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 

 

内閣総理大臣 

様 

農林水産大臣 

総 務 大 臣 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 

 



議員発案第８号 

 

 

コロナ禍において私立高校生が学費の心配なく学校で学び 

続けられるよう、私学助成増額・拡充を求める意見書（国） 

 

 

 

     上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和 ３年 ９月２８日 

 

提出者 加茂市議会議員 橋 本 昌 美 

 

賛成者    同    佐 藤 俊 夫 

 

同     同    大 平 一 貴 

 

同     同    中 野 元 栄 

 

同     同    樋 口 博 務 

 

同     同    関   龍 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

       令和 ３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍において私立高校生が学費の心配なく学校で学び続

けられるよう、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 

今日、全国では約３割の高校生が私立高校で学んでおり、私立高校は公立高校と

同様に公教育の場として大きな役割を果たしています。 

令和２年度より私立高校生への就学支援金制度が拡充され、年収 590 万円未満

世帯に上限 396,000 円の支援金が支給されることになりました。これにより新潟

県では年収 590万円未満世帯の授業料無償がほとんどの私立高校で実現しました。 

しかしながら、就学支援金制度の対象が授業料のみに限定されているため、入学

金や施設設備費の保護者負担は残されています。また、年収 590 万円を超える世

帯では就学支援金が 118,800円にとどまっており、学費の負担が一気に増えます。

本県においては国と県の学費支援を受けても、年額約 14 万円から約 47 万円の負

担が残され、5,650円の入学金負担のみの公立高校と比べ、学費の公私間格差は依

然として大きな開きがあります。 

新型コロナウイルス感染症が収まる気配はなく、休業や失業など経済的に深刻

な影響を及ぼし、県民の生活を脅かしています。とりわけ、私立高校の保護者にと

っては学費負担が重くのしかかり家計への圧迫が懸念されます。 

教育条件の公私間格差の是正も求められています。とりわけ、私立高校において

は専任教員数が公立よりも少ない状況を改善する必要があります。私立高校は、そ

れぞれが「建学の精神」にもとづく独自の教育を推進しており、その学校独自の教

育の伝統を継承していく専任教員の存在が不可欠です。また、一人ひとりの生徒に

ゆきとどいた教育を行うためにも専任教員増は欠かせません。 

政府ならびに国会におかれましては、コロナ禍において私立高校生が学費の心

配なく学校で学び続けられるよう、下記の事項について特段の措置を講じられる

よう要望いたします。 

 

記 

 

１．私立高校生への就学支援金制度を拡充してください。 

(1)年収 590万円を超える世帯への支援金を増額してください。 

(2)私立高校生を含む多子世帯の所得制限をなくしてください。 

２．私立高校入学金への新たな助成措置を講じてください。 

３．私立高校において専任教員増が可能となるよう、経常費助成を増額してくださ

い。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

  令和３年１０月 ５日 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 



内閣総理大臣 

様 

文部科学大臣 

財 務 大 臣 

総 務 大 臣 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長 



議員発案第９号 

 

 

コロナ禍において私立高校生が学費の心配なく学校で学び 

続けられるよう、私学助成増額・拡充を求める意見書（県） 

 

 

 

     上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和 ３年 ９月２８日 

 

提出者 加茂市議会議員 橋 本 昌 美 

 

賛成者    同    佐 藤 俊 夫 

 

同     同    大 平 一 貴 

 

同     同    中 野 元 栄 

 

同     同    樋 口 博 務 

 

同     同    関   龍 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

       令和 ３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍において私立高校生が学費の心配なく学校で学び続

けられるよう、私学助成増額・拡充を求める意見書 

 

新潟県では、高校生の約４人に 1 人が私立高校で学んでおり、私立高校は公立

高校と同様に公教育の重要な役割を担っています。 

令和２年度より私立高校生への就学支援金制度が拡充され、年収 590 万円未満

世帯に上限 396,000 円の支援金が支給されることになりました。これにより新潟

県では年収 590万円未満世帯の授業料無償がほとんどの私立高校で実現しました。 

こうしたなか、全国の多くの自治体が国の制度拡充を受け、独自の学費軽減制度を

拡充し、国の支援が不十分な年収 590 万円を超える世帯へ助成を講じる措置がと

られました。 

しかしながら、新潟県においては前年度予算において独自の学費軽減予算が約

４９％もの減額となり、制度の拡充もおこなわれませんでした。今年度はわずかな

予算増額（約３％増）となったものの、助成対象はこれまでと変わらず年収 250万

円未満世帯の対象にとどまっています。そのため、私立高校生家庭の学費負担は国

と県の学費支援を受けても、年額約 14万円から約 47万円となり、5,650円の入学

金負担のみの公立高校と比べ、大きな学費の格差があります。 

新型コロナウイルス感染症が収まる気配はなく、休業や失業など経済的に深刻

な影響を及ぼし県民の生活を脅かしています。とりわけ、私立高校の保護者にとっ

ては学費負担が重くのしかかり家計への圧迫が懸念されます。 

教育条件の公私間格差の是正も求められています。私立高校においては、専任教

員数が公立よりも少ない状況を改善する必要があります。私立高校は、それぞれが

「建学の精神」にもとづく独自の教育を推進しており、その学校独自の教育の伝統

を継承していく専任教員の存在が不可欠です。また、一人ひとりの生徒にゆきとど

いた教育を行うためにも専任教員増は欠かせません。 

新潟県におかれましては、コロナ禍において私立高校生が学費の心配なく学校

で学び続けられるよう、下記の事項について特段の措置を講じられるよう要望い

たします。 

 

記 

 

１．学費の公私間格差の是正へ国の制度拡充と相まって、県独自の学費軽減制度を

拡充してください。 

(1)年収 590万円未満世帯において、施設設備費及び入学金の負担を軽減する

ため助成対象の拡大と助成の増額をおこなってください。  

(2)国の支援が不十分な年収 590万円から年収 910万円未満世帯に対し、県の

上乗せ助成をおこなってください。 

２．私立高校において専任教員増を促進するため、経常費助成を増額してくださ

い。 

 



以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

  令和３年１０月 ５日 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 

新 潟 県 知 事 様 

 



議員発案第１０号 

 

 

豪雪地帯対策特別措置法の改正等に関する意見書 

 

 

 

     上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和 ３年 ９月１６日 

 

提出者 加茂市議会議員 森   友 和 

 

賛成者    同    大 橋 一 久 

 

同     同    森 山 一 理 

 

同     同    山 田 義 栄 

 

同     同    中 野 元 栄 

 

同     同    安 武 秀 敏 

 

 

 

 

 

 

 

 

       令和 ３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 



豪雪地帯対策特別措置法の改正等に関する意見書 

 

豪雪地帯対策については、これまで、積雪寒冷特別地域における道路交通の確

保に関する特別措置法や豪雪法に基づく特例措置等により、往時に比べ冬期間の

生活環境は大幅に改善されてきたところであるが、近年、少子高齢化の進展や空

き家の増加等による地域の克雪力の低下に加え、気候変動の影響による雪の降り

方の変化に直面している。 

特に、令和２年度の豪雪では、短期集中的な降雪の影響により、要援護者世帯

の除排雪の遅れや空き家の倒壊が生じ、さらには雪下ろし等除雪作業に伴い、高

齢者を中心に多数の死傷者が発生するなど、多くの課題が明らかになった。 

このように、豪雪地帯を取り巻く状況が変化する中で、住民の安全・安心を確

保していくためには、これまでの国による支援措置に加え、豪雪地帯における

様々な課題への迅速な対応を可能とする支援策が必要である。 

よって国会並びに政府におかれては、特別豪雪地帯における基幹道路の整備及

び公立小中学校等の施設等の整備を促進するため、豪雪法第１４条及び第１５条

の特例措置について１０か年の延長を講ずるとともに、豪雪地帯の住民の安全・

安心な生活を確保するため、雪処理の担い手確保など豪雪地帯特有の課題に対し

て、交付金や基金等により柔軟に対応できる財政支援制度を創設するなど総合的

な対策を実施するよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 

  令和３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 

衆 議 院 議 長 

様 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

財 務 大 臣 

総 務 大 臣 

文 部 科 学 大 臣 

厚 生 労 働 大 臣 

農 林 水 産 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

国 土 交 通 大 臣 

環 境 大 臣 

 



議員発案第１１号 

 

 

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の

拡充を求める意見書 

 

 

 

     上記の議案を次のとおり提出する。 

 

 

令和 ３年 ９月１６日 

 

提出者 加茂市議会議員 大 橋 一 久 

 

賛成者    同    森   友 和 

 

同     同    森 山 一 理 

 

同     同    山 田 義 栄 

 

同     同    中 野 元 栄 

 

同     同    安 武 秀 敏 

 

 

 

 

 

 

 

 

       令和 ３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 



コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の拡充を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症のまん延により、地域経済にも大きな影響が及び、地方財政

は来年度においても、引き続き、巨額の財源不足が避けられない厳しい状況に直面してい

る。 

地方自治体では、コロナ禍への対応はもとより、地域の防災・減災、雇用の確保、地球

温暖化対策などの喫緊の課題に迫られているほか、医療介護、子育てをはじめとした社会

保障関係経費や公共施設の老朽化対策費など将来に向け増嵩する財政需要に見合う財源

が求められる。 

その財源確保のため、地方税制の充実確保が強く望まれる。 

よって、国においては、令和４年度地方税制改正に向け、下記事項を確実に実現される

よう、強く要望する。 

 

記 

 

１ 令和４年度以降３年間の地方一般財源総額については、「経済財政運営と改革の基本

方針２０２１」において、令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同

水準を確保するとされているが、急速な高齢化に伴い社会保障関係経費が毎年度増大し

ている現状を踏まえ、他の地方歳出に不合理なしわ寄せがなされないよう、十分な総額

を確保すること。 

 

２ 固定資産税は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度の根幹を揺るがす見直しは

家屋・償却資産を含め、断じて行わないこと。生産性革命の実現や新型コロナウイルス

感染症緊急経済対策として講じた措置は、本来国庫補助金などにより国の責任において

対応すべきものである。よって、現行の特例措置は今回限りとし、期限の到来をもって

確実に終了すること。 

 

３ 令和３年度税制改正において土地に係る固定資産税について講じた、課税標準額を令

和２年度と同額とする負担調整措置については、令和３年度限りとすること。 

 

４ 令和３年度税制改正により講じられた自動車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽

減の延長について、更なる延長は断じて行わないこと。 

 

５ 炭素に係る税を創設又は拡充する場合には、その一部を地方税又は地方譲与税として

地方に税源配分すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 

 



令和３年１０月 ５日 

 

加茂市議会議長 滝 沢 茂 秋 

 

衆 議 院 議 長 

様 

参 議 院 議 長 

内 閣 総 理 大 臣 

内 閣 官 房 長 官 

総 務 大 臣 

財 務 大 臣 

経 済 産 業 大 臣 

経済再生担当大臣 

 

 


